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％
以
上
で
あ
る
場
合
に
は
、
被
災
事
業
用

資
産
以
外
の
損
失
を
含
め
て
、
繰
越
可
能

期
間
が
５
年
に
な
る
。

⑶
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
、
財
形
住
宅
・
年
金

貯
蓄

　

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
適
用
住
宅
が
、
震

災
に
よ
り
滅
失
等
し
て
も
、
平
成
24
年
分

（
住
民
税
は
平
成
25
年
度
）
以
降
の
減
税

対
象
期
間
の
残
り
の
期
間
に
つ
い
て
、
引

き
続
き
税
額
控
除
を
適
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

　

ま
た
、
勤
労
者
が
、
震
災
に
よ
り
被
害

を
受
け
た
こ
と
に
よ
り
、
平
成
23
年
３
月

11
日
か
ら
平
成
24
年
３
月
10
日
ま
で
の
間

に
、
財
形
住
宅
貯
蓄
、
財
形
年
金
貯
蓄
の

目
的
外
払
出
し
を
行
う
場
合
に
は
、
そ
の

貯
蓄
に
係
る
利
子
等
に
対
す
る
遡
及
課
税

等
は
行
わ
れ
な
い
。

⑷
震
災
関
連
寄
附
に
係
る
所
得
税
の
寄
附

金
控
除
の
拡
充

　

平
成
23
年
３
月
11
日
か
ら
平
成
25
年
末

ま
で
の
間
の
震
災
関
連
寄
附
金
（
国
ま
た

は
震
災
に
よ
り
著
し
い
被
害
が
発
生
し
た

地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
寄
附
金
な
ど
）

に
つ
い
て
、
所
得
税
の
寄
附
金
控
除
の
控

除
対
象
限
度
額
が
、
現
行
の
総
所
得
金
額

等
の
40
％
か
ら
80
％
相
当
額
に
な
る
と
と

も
に
、
認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
お
よ
び
共
同
募

金
会
連
合
会
に
対
す
る
震
災
関
連
寄
附
金

の
う
ち
被
災
者
の
支
援
活
動
に
必
要
な
資

生
じ
た
損
失
額
を
平
成
22
年
分
の
総
所
得

金
額
等
か
ら
雑
損
控
除
と
し
て
控
除
で
き

る
よ
う
に
な
る
と
と
も
に
、
控
除
し
き
れ

な
い
損
失
額
に
つ
い
て
の
繰
越
期
間
が
現

行
の
３
年
か
ら
５
年
に
な
る
。
住
民
税
に

つ
い
て
は
平
成
22
年
に
お
い
て
生
じ
た
損

失
の
金
額
と
し
て
、
平
成
23
年
度
以
後
の

年
度
分
に
つ
い
て
控
除
を
適
用
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

　

ま
た
、
災
害
減
免
法
に
よ
る
所
得
税
の

免
税
措
置
に
つ
い
て
も
、
平
成
22
年
分
所

得
で
の
適
用
が
可
能
に
な
る
。

⑵
被
災
事
業
用
資
産
の
損
失
の
特
例

　

事
業
所
得
者
等
が
保
有
す
る
棚
卸
資
産
、

事
業
用
資
産
等
に
つ
い
て
、
震
災
に
よ
り

損
失
が
生
じ
た
場
合
（
以
下
、
被
災
事
業

用
資
産
の
損
失
）、
そ
の
損
失
額
を
平
成

22
年
分
の
事
業
所
得
の
金
額
等
の
計
算
上
、

必
要
経
費
に
算
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

ま
た
、
青
色
申
告
者
に
つ
い
て
は
、
被

災
事
業
用
資
産
以
外
の
損
失
を
含
め
て
、

平
成
22
年
分
所
得
で
純
損
失
が
生
じ
た
場

合
に
は
、
平
成
21
年
分
所
得
へ
の
繰
戻
し

還
付
が
で
き
る
。

　

さ
ら
に
、被
災
事
業
用
資
産
の
損
失（
平

成
22
年
分
を
含
む
）
に
よ
る
純
損
失
お
よ

び
平
成
23
年
に
お
い
て
生
じ
た
純
損
失
に

つ
い
て
、
繰
越
可
能
期
間
が
現
行
の
３
年

か
ら
５
年
に
な
る
と
と
も
に
、
保
有
資
産

に
占
め
る
被
災
事
業
用
資
産
の
割
合
が
10

　

平
成
23
年
４
月
27
日
に
東
日
本
大
震
災

（
以
下
、
震
災
）
の
被
災
者
の
税
金
の
負

担
を
軽
減
す
る
た
め
、「
東
日
本
大
震
災

の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨

時
特
例
に
関
す
る
法
律
案
」「
地
方
税
法

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
が
参
議
院

で
可
決
、
成
立
し
た
。

　

本
稿
で
は
、
こ
の
法
律
の
う
ち
個
人
に

関
す
る
税
制
に
つ
い
て
主
な
も
の
を
概
説

す
る
。

１
．
所
得
税
・
住
民
税

⑴
雑
損
控
除
の
特
例
等

　

震
災
に
よ
り
住
宅
、
家
財
等
に
つ
い
て

地
・
家
屋
に
つ
い
て
、
平
成
23
年
度
分
の

課
税
が
免
除
さ
れ
る
と
と
も
に
、
震
災
に

よ
り
に
よ
り
滅
失
・
損
壊
し
た
住
宅
（
被

災
住
宅
）
の
敷
地
の
用
に
供
さ
れ
て
い
た

土
地
（
被
災
住
宅
用
地
）
を
被
災
後
10
年

度
分
に
つ
い
て
は
、
住
宅
用
地
と
み
な
し
、

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
が
軽
減
さ
れ

る
。

　

ま
た
、
被
災
住
宅
用
地
の
所
有
者
等
が

当
該
被
災
住
宅
用
地
に
代
わ
る
土
地
（
以

下
、
被
災
代
替
土
地
）
を
平
成
33
年
３
月

末
ま
で
の
間
に
取
得
し
た
場
合
に
は
、
当

該
被
災
代
替
土
地
の
う
ち
被
災
住
宅
用
地

に
相
当
す
る
分
に
つ
い
て
、
取
得
後
３
年

度
分
、
当
該
土
地
を
住
宅
用
地
と
み
な
し
、

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
が
軽
減
さ
れ

る
。

　

さ
ら
に
、
震
災
に
よ
り
滅
失
・
損
壊
し

た
家
屋
（
被
災
家
屋
）
の
所
有
者
等
が
当

該
被
災
家
屋
に
代
わ
る
家
屋
（
以
下
、
被

災
代
替
家
屋
）
を
平
成
33
年
３
月
末
ま
で

の
間
に
取
得
し
、
ま
た
は
改
築
し
た
場
合

に
は
、
当
該
被
災
代
替
家
屋
に
係
る
税
額

の
う
ち
当
該
被
災
家
屋
の
床
面
積
相
当
分

に
つ
い
て
、
４
年
度
分
２
分
の
１
、
そ
の

後
の
２
年
度
分
３
分
の
１
が
減
額
さ
れ
る
。

５
．
不
動
産
取
得
税

　

被
災
家
屋
の
所
有
者
等
が
被
災
代
替
家

屋
を
平
成
33
年
３
月
末
ま
で
の
間
に
取
得

金
に
充
て
ら
れ
る
も
の
に
つ
い
て
、
そ
の

寄
附
金
の
額
が
２
０
０
０
円
を
超
え
る
場

合
に
は
、
所
得
控
除
と
の
選
択
に
よ
り
、

そ
の
超
え
る
額
の
40
％
相
当
額
（
所
得
税

額
の
25
％
相
当
額
を
限
度
）
を
そ
の
年
分

の
所
得
税
額
か
ら
控
除
で
き
る
。

２
．
相
続
税
・
贈
与
税
関
係

⑴
指
定
地
域
内
の
土
地
等
の
評
価
に
係
る

基
準
時
の
特
例
、
申
告
期
限
の
延
長

　

平
成
23
年
３
月
10
日
以
前
に
取
得
し
た

財
産
に
係
る
相
続
税
・
贈
与
税
で
同
月
11

日
以
後
に
申
告
期
限
が
到
来
す
る
も
の
に

つ
い
て
、
指
定
地
域
（
注
）
内
の
土
地
等

お
よ
び
一
定
の
非
上
場
株
式
等
の
価
額
を
、

震
災
発
生
直
後
を
基
準
と
し
た
評
価
額
に

す
る
こ
と
が
で
き
る
と
と
も
に
、
そ
の
申

告
期
限
が
延
長
さ
れ
た
。

⑵
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
税
の
特
例
措

置
に
係
る
居
住
要
件
の
免
除
等

　

住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
税
の
特
例
の

適
用
を
受
け
よ
う
と
し
て
い
た
住
宅
が
、

震
災
に
よ
り
滅
失
し
て
居
住
で
き
な
く
な

っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
住
宅
へ
の
居
住
要

件
が
免
除
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
贈
与
さ
れ

た
住
宅
取
得
等
資
金
に
つ
い
て
贈
与
税
の

特
例
を
受
け
よ
う
と
し
て
い
た
者
が
、
震

災
に
よ
り
新
築
な
ど
が
で
き
な
い
場
合
、

そ
の
期
限
を
１
年
延
長
す
る
な
ど
の
措
置

が
講
じ
ら
れ
た
。

３
．
登
録
免
許
税

⑴
被
災
し
た
建
物
の
建
替
え
等
に
係
る
登

録
免
許
税
の
免
除

　

震
災
に
よ
り
住
宅
や
工
場
な
ど
の
建
物

に
被
害
を
受
け
た
個
人（
法
人
も
同
様
）が
、

滅
失
し
た
建
物
に
代
わ
る
も
の
と
し
て
取

得
を
し
た
建
物
の
所
有
権
の
保
存
・
移
転

の
登
記
ま
た
は
そ
の
建
物
の
敷
地
の
用
に

供
す
る
土
地
の
所
有
権
（
地
上
権
・
賃
借

権
）
の
移
転
（
設
定
）
の
登
記
で
、
平
成

23
年
４
月
28
日
か
ら
平
成
33
年
３
月
31
日

ま
で
の
間
に
受
け
る
も
の
に
つ
い
て
は
、

一
定
の
要
件
の
下
、
登
録
免
許
税
が
免
除

さ
れ
る
。

⑵
被
災
し
た
船
舶
等
の
再
建
造
等
に
係
る

登
録
免
許
税
の
免
除

　

震
災
に
よ
り
船
舶
等
に
被
害
を
受
け
た

個
人
（
法
人
も
同
様
）
が
、
滅
失
し
た
船

舶
等
に
代
わ
る
も
の
と
し
て
取
得
を
し
た

船
舶
の
所
有
権
の
保
存
・
移
転
の
登
記
ま

た
は
航
空
機
の
新
規
・
移
転
登
録
で
、
平

成
23
年
４
月
28
日
か
ら
平
成
33
年
３
月
31

日
ま
で
の
間
に
受
け
る
も
の
に
つ
い
て
は
、

一
定
の
要
件
の
下
、
登
録
免
許
税
が
免
除

さ
れ
る
。

４
．
固
定
資
産
税
、
都
市
計
画
税

　

津
波
に
よ
る
被
害
を
受
け
た
区
域
と
し

て
市
町
村
長
が
指
定
す
る
区
域
内
の
土

し
た
場
合
に
は
、
被
災
家
屋
の
床
面
積
相

当
分
に
は
不
動
産
取
得
税
が
課
さ
れ
な
い

よ
う
に
す
る
特
例
が
講
じ
ら
れ
る
と
と
も

に
、
被
災
代
替
家
屋
の
敷
地
の
用
に
供
す

る
土
地
で
、
被
災
家
屋
の
敷
地
の
用
に
供

さ
れ
て
い
た
土
地
（
従
前
の
土
地
）
に
代

わ
る
も
の
を
平
成
33
年
３
月
末
ま
で
の
間

に
取
得
し
た
場
合
に
は
、
従
前
の
土
地
の

面
積
相
当
分
に
は
不
動
産
取
得
税
が
課
さ

れ
な
い
よ
う
に
す
る
特
例
が
講
じ
ら
れ
る
。

６
．
自
動
車
関
連

　

震
災
に
よ
り
滅
失
・
損
壊
し
た
自
動
車

に
代
わ
る
自
動
車
を
平
成
26
年
３
月
末
ま

で
の
間
に
取
得
し
た
場
合
に
は
、
自
動
車

取
得
税
が
非
課
税
に
な
る
と
と
も
に
、
平

成
23
年
度
か
ら
平
成
25
年
度
ま
で
の
各
年

度
分
の
自
動
車
税
・
軽
自
動
車
税
も
非
課

税
に
な
る
。 

（
注
）
青
森
県
、
岩
手
県
、
宮
城
県
、
福

島
県
、
茨
城
県
、
栃
木
県
、
千
葉
県
、
新

潟
県
十
日
町
市
、
新
潟
県
中
魚
沼
郡
津
南

町
お
よ
び
長
野
県
下
水
内
郡
栄
村
を
い
う
。
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